
5

北九州市の財政状況について�2
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市民１人当たり市税収入額の政令市比較�

1.脆弱な財政基盤�

（12政令市中順位）�
�

※平成11年度普通会計決算�
少ない方から2番目�

●普通会計�

例えば、北九州市の場合、大学関係経費は特別会計を設置し計上していますが、大阪市は、一

般会計で計上しています。このように一般会計、特別会計等、各会計で経理する事業の範囲が、

各自治体ごとに異なっているため、統一的な基準で整理し、比較できるようにした統計上の

会計区分です。一般会計と特別会計（公営企業会計等を除く）を合算し、会計間の重複額等を

控除したものです。�

（１）市民１人当たり市税収入額�

�

用語解説�
�

●市民１人当たり�

　市税収入額 164千円�
�

収入の根幹をなす市税の市民１人当たり収入額が政令市（12市）中少ない方から2番目となっており、

また財政力指数や自主財源比率も政令市中最下位です。このように本市の財政基盤は極めて脆弱です。�
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（12政令市中順位）�
�

※平成11年度普通会計決算�

（市税、使用料など、P３を参考のこと）�

最  下  位�

※自主財源比率（％）＝　　　　　　×100
自主財源額�
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自主財源比率（％）�

　中心市街地における大規模店舗の閉店など本市をめぐる経済情勢は依然として厳しい状況にあります。

そのため平成13年度予算では景気対策の推進と雇用の確保の推進を緊急の課題と捉え全力をあげて取

り組むこととしています。具体的には、地域商業の活性化を図るための「モデル商店街集中支援事業」や「魅

力あふれる商店街支援事業」、中小企業支援策として中小企業融資の貸付枠拡充などの事業に取り組む

とともに、本市独自の事業として、雇用効果が540人に及ぶ「緊急雇用対策事業」を実施するなど様々な

施策を積極的に推進することとしています。�
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（２）自主財源比率�

景気対策の推進と雇用の確保の促進を緊急の課題と捉え�
全力をあげて取り組むこととしています。�

不景気が続いているけど景気対策は大丈夫？�

●自主財源比率 46.3％�
�
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（12政令市中順位）�
�

※平成11年度普通会計決算�

最  下  位�

財政力指数�

（３）財政力指数�
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用語解説�
�

●財政力指数   0.626

�

北九州�

札　幌�

仙　台�

千　葉�

川　崎�

横　浜�

名古屋�

京　都�

大　阪�

神　戸�

広　島�

福　岡�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�
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北九州市の財政状況について�

●財政力指数�

ひとつの自治体が平均的な仕事をするために用意しなければならない財源と、実際に集めること

ができる税金は必ずしも一致しません。大まかに言うと、この平均的な仕事をするための財源と自

前の収入との比率を財政力指数といいます。「基準財政需要額」が分母、「基準財政収入額」を分子

で表します。この指数が１未満（実際に集める税金の方が少ない）の団体に対して、地方交付税が交付

される仕組みになっています。�

�

●基準財政需要額と基準財政収入額�

全国の自治体に地方交付税を配るためには公平なルールが必要です。このため、ひとつの自治体の

地方交付税を決める「物差し」が必要となりますが、この役目を果たすのが基準財政需要額と基準

財政収入額です。�

「財政力指数」で述べたとおり、平均的な仕事をするために用意しなければならない財源が基準財

政需要額で、その自治体の人口や面積などを用いて計算します。一方、自ら実際に集めることがで

きる税金の額が基準財政収入額です。そして、両者の差額（財源不足額）が普通交付税です。�
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用語解説�
�
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（千円）�
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市民１人当たり地方交付税収入額の政令市比較�

市民１人当たり国庫支出金額の政令市比較�
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●地方交付税�

全国3,300の自治体が平均的な仕事をするために必要な財源を保障する制度です。全国の自治体

は平均的な仕事をするために、十分な税金を独自で集める力がある団体と、そうでないところが

あります。そこで、全国で集めた税金（国税）の一部をあらかじめプールしておいて、力の弱い団体

の財政を補います。地方交付税の大半（94％）が普通交付税で、残りの６％が特別交付税です。特

別交付税は災害などのその年の特別な「物入り」に対して配られます。�

（12政令市中順位）�
�

�

第１位�

多い方から2番目�
※平成11年度普通会計決算�

2.依存型の財政体質�

本市の収入は、国から交付される地方交付税や、国庫支出金などの依存財源が大きな割合を占めています。

これは、本市の財政基盤が脆弱であるため、これらの財源の確保に積極的に努めたことによるものです。�

●市民１人当たり�
　地方交付税収入額  91千円�
　国庫支出金収入額 103千円�
�


